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 我が国の港湾では、東京港・横浜港の京浜二港湾と大阪港・神戸港の阪神 2 港湾におけるコン

































































































































































































 こうして我が国が世界において、コンテナ取扱量 1 位に立ち、草創期のコンテナ港湾整備とい




















































































































































































































































































































































 本研究で用いた船舶動静データは InformaPlc社の Lloyd’s List Intelligence(以下 LLI)とい
う海運業界の情報サービスより提供される有料のデータベースである。 














とができる。表 4.1、表 4.2、表 4.3には本研究で使用したデータの内訳を示す。 






















表 4.1 船舶動静データのデータベースに含まれるデータ 
 
 








MOVE TYPE QUALIFIER 動静の種類の詳細区分
ARRIVAL DATE 到着日
ARRIVAL TIME 到着時間
SYSTEM ARRIVAL ESTIMATE 到着予定日
ARRIVAL DATE QUALIFIER 到着日の登録を行った時間
SAIL DATE 出帆日
SAIL TIME 出帆時間
SYSTEM SAIL ESTIMATE 出帆予定時日
SAIL DATE QUALIFIER 出帆日の登録を行った時間
PREV PLACE ID 前の寄港地の場所ID
PREV SAIL DATE 前の寄港地の出帆日
PREV SAIL TIME 前の寄港地の出帆時間
PREV SAIL SYSTEM ESTIMATE 前の寄港地の出帆予定日
PREV SAIL QUALIFIER 前の寄港地の出帆時間の登録を行った時間
NEXT PLACE ID 次の寄港の場所ID
NEXT PLACE ARRIVAL DATE 次の寄港地の到着日
NEXT ARRIVAL TIME 次の寄港地の到着時間
NEXT ARRIVAL SYSTEM ESTIMATE 次の寄港地の到着予定日






VESSEL NAME START DATE 各船舶の名称が使用され始めた日











TEU DECK CAPACITY デッキ上のコンテナ満載積載量
TEU HOLD CAPACITY 船倉内のコンテナ満載積載量
TEU TOTAL CAPACITY コンテナの満載積載量
SPEED IN KNOTS 航海速力
DESIGN SPEED 建造計画時航海速力
VESSEL EDIT DATE データの編集日
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(1) Containerisation International Yearbook(34) 
(2) 平成 20年度 全国輸出入コンテナ貨物流動調査(35) 






































 本研究では港湾設備について Containerisation International Yearbook(34)を基にデータベー
ス化を行った。 




































 本研究の分析で用いたデータは 4.1 項内で説明したデータを用いて分析を行った。これらのデ
ータは各社が独自及び外部のデータを用いて集計したものである。その為、同様のデータでも用
いるデータによっては値が異なる事がある。 







 コンテナ取扱量や港湾設備については Containerisation International Yearbook(34)を用いたが、
中国等を代表に実際の国や自治体・地方政府が公開している統計と異なることがある。この点に
ついて、本研究では Containerisation International Yearbook(34)を軸として分析を進めている。 












境界に北米と中米を北米として 1 地域にまとめ、南米を 1 地域とした。こうした地区区分を LLI のノ
ードの地理情報と関連付けることで分析を行った。 
さらに、詳細に分析を行うために、地域を 33地区に分割した。国家単位ではなく新たに地区区分の
振り分けを行う理由としては、我が国の様に地勢的な関係から 1 国内に 2 つの拠点港湾政策を行う国
家や中国の様に 1 カ国が広大で複数の経済圏を要するような国家が存在することから、地理的に分割












































 本研究では京浜港については東京港と横浜港の 2港、阪神港については大阪港と神戸港の 2港




















 東アジア以外の港湾については東西基幹航路上のコンテナ取扱量の多い港湾を各地域から 1 港
湾ずつ選定した。 





































東アジア 京浜港 東アジア 阪神港 東アジア 博多港
東アジア 東京港 東アジア 大阪港
東アジア 横浜港 東アジア 神戸港
東アジア 釜山港 東アジア 基隆港 北米 ロサンゼルス港
東アジア 青島港 東アジア 香港港 北米 ニューヨーク港
東アジア 上海港 東アジア シンガポール港 中東 ドバイ港
東アジア 寧波港 東アジア ポートクラン港 欧州 フェリクストウ港
東アジア 厦門港 東アジア レムチャバン港 欧州 ロッテルダム港







ーロッパを欧州と呼ぶ。南アメリカアフリカを AF、東アジアを EA、欧州を EU、中東を ME、北米
を NA、オセアニアを OC、ロシアを RU、南米を SAとした。 
 さらに 5.2.1 の就航地域のつながりの特徴の中では図中表記の関係から、港湾を略称で表記す
ることとした。略称については表 4.5に示すとおりである。 
 















略称 港湾 略称 港湾
BND バンダレアッバス港 NGO 名古屋港
BNE ブリスベン港 NSA ジャワハルラール・ネルー港
BUS 釜山港 OAK オークランド港
CGP チッタゴン港 OSA 大阪港
CMB コロンボ港 PKG ポートクラン港
DUR ダーバン港 PSD ポートサイド港
FRE フリーマントル港 RTM ロッテルダム港
HKG 香港港 SEA シアトル港
HPH ハイフォン港 SGP シンガポール港
JEA ジュベル・アリ港 SHA 上海港
JED ジッダ港 SLL サラーラ港
KAN 光陽港 SSZ サントス港
KAO 高雄港 SZX 深セン港
KEU 基隆港 TAO 青島港
KHB 神戸港 TXG 台中港
KHI カラチ港 TYO 東京港
LAX ロサンゼルス港 USN 蔚山港
LCH レムチャバン港 VVO ウラジオストック港
LGB ロングビーチ港 XMN 厦門港




















らに、阪神港は東京港単独の貨物取扱量を約 46万 TEU下回る。 
 国際拠点港湾の構成港湾について個別にみると、京浜港においては東京港の方が横浜港に比べ
て 131%の取扱量がある。阪神港においては、神戸港の方が大阪港より 202%の取扱量がある。 
日本海側拠点港湾の博多港は対象港湾中で最も取扱量は少ない。国際戦略港湾の各港と比較す
































港回数でみると神戸港は 116％の取扱量で 84%差が縮まる。 
日本海側拠点港湾の博多港は中央値と比較すると 36%であり年間寄港回数も少ないことがわか




















































上海港 29,069,000 香港港 17,201 青島港 3,644
シンガポール港 28,431,100 シンガポール港 16,063 ロサンゼルス港 2,968
香港港 23,699,242 上海港 13,037 寧波港 2,521
釜山港 14,194,334 釜山港 12,733 ドバイ港 2,313
寧波港 13,144,000 *京浜港 10,525 ニューヨーク港 2,266
青島港 12,012,000 ロッテルダム港 10,343 上海港 2,230
ドバイ港 11,600,000 ポートクラン港 8,788 ホーチミン港 2,165
ロッテルダム港 11,145,804 高雄港 8,065 厦門港 1,818
高雄港 9,181,211 *阪神港 7,680 シンガポール港 1,770
ポートクラン港 8,870,000 *横浜港 5,394 フェリクストウ港 1,432
*京浜港 7,565,135 寧波港 5,213 香港港 1,378
厦門港 5,820,000 *東京港 5,131 レムチャバン港 1,151
ニューヨーク港 5,292,020 ドバイ港 5,016 高雄港 1,138
レムチャバン港 5,068,076 レムチャバン港 4,405 釜山港 1,115
*東京港 4,284,944 *神戸港 4,125 ロッテルダム港 1,078
ロサンゼルス港 4,078,198 基隆港 4,097 ポートクラン港 1,009
ホーチミン港 3,856,000 *大阪港 3,555 *東京港 835
*阪神港 3,820,291 青島港 3,296 *京浜港 719
フェリクストウ港 3,400,000 厦門港 3,201 *神戸港 620
*横浜港 3,280,191 フェリクストウ港 2,375 *横浜港 608
*神戸港 2,556,291 ニューヨーク港 2,335 *阪神港 497
基隆港 1,962,896 *博多港 1,786 基隆港 479
*大阪港 1,264,000 ホーチミン港 1,781 *博多港 419
*博多港 748,580 ロサンゼルス港 1,374 *大阪港 356
中央値 9,181,211 中央値 5,016 中央値 1,770
29 
 
 我が国で最も輸出入が多い地域は東アジアであり、輸入が 603万トン、輸出が 263万トンであ
る。輸出入共に東アジアについで北米が多く、輸入で 92万トン、輸出で 83万トンである。 









出典） 平成 20年度 全国輸出入コンテナ貨物流動調査（1ヶ月調査） 
図 5.1 日本港湾の輸出先と輸入元 
 









































輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
京浜港 33% 35% 36% 49% 27% 43%
東京港 14% 25% 21% 27% 17% 31%
横浜港 19% 10% 15% 22% 10% 12%
阪神港 24% 27% 22% 23% 20% 28%
大阪港 8% 18% 6% 5% 2% 6%
神戸港 15% 8% 15% 18% 18% 22%
伊勢湾 22% 18% 24% 12% 29% 14%
名古屋港 19% 17% 23% 12% 28% 14%
四日市港 3% 1% 1% 0% 1% 0%
博多港 3% 4% 6% 4% 9% 2%





































































出所） 赤倉ら (14)より引用。 










































 最初に、2,000 回以上のつながりによる集散数が 3 地区以上と持つ地区が 5 地区ある。韓国地
区が最も多く 7地区との集散があり、次いで中国の長江デルタ地区と珠江デルタ地区が 6地区、
日本太平洋側地区と東南アジア地区が 4 地区との集散がある。これらの地区は複数地区と 2,000
回以上の強いつながりを持ち、東アジアの代表的な集散地点だといえる。 
 その中でも、1,000 回以上 2,000 回未満のつながりに注目すると、中国の珠江デルタ地区と長
江デルタ地区が特に多くの集散を集めることがわかる。 



























りは 1,000回以上 2,000回未満のつながりが韓国地区と日本太平洋側地区からある。 
以上のことから東アジア地区のつながりについて以下の様な特徴がいえる。 


















    
図 5.5 東アジア地区間の北・東方面の輸送   図 5.6 東アジア地区間の南・西方面の輸送 



























































































 集散数上位 6位の港湾は同一地区内だけではなく、他地区とも 1,000回以上の輸送がある。上



























図 5.9 東アジアの港湾間の北・東方面の輸送（左） 
図 5.10 東アジアの港湾間の南・西方面の輸送（右） 










港湾 集散 港湾 集散 港湾 集散
上海港 17 深セン港 5 ハイフォン港 2
香港港 16 名古屋港 4 青島港 2
釜山港 11 寧波港 6 蔚山港 2
シンガポール港 10 基隆港 3 厦門港 2
東京港 8 ポートクラン港 3 ジャカルタ港 1
高雄港 7 台中港 3 レムチャバン港 1




































































































































満載時に岸壁水深が 16m 以上必要な船舶であり、11,000TEU 以上の船舶は岸壁水深が 17m 以上必
要な船舶である。 
 中国の港湾とシンガポール港を除いた東アジアの港湾は 80%以上の寄港船舶が 5,000TEU未満の
船舶である。この 5,000TEU未満の船舶は一般的にパナマックスサイズに含まれる船舶である。さ
らに、中国の港湾と東南アジア地区の港湾は 11,000TEU以上の船舶にも寄港されることが分かる。 

























25%の点(図中 Q1:第 1四分位点)から 75%(図中 Q3:第 3 四分位点)の範囲内（四分位範囲）の偏差
を表す。標準偏差のように極端に大きな観測値や極端に小さな観測値等の特殊な観測値を除いて
傾向を知ることができる。また、図中の 50%の観測値(図中 Q2:第 2四分位点)は中央値を意味する。 
 東アジアの中では中国や東南アジアの港湾と高雄港において寄港船舶の船型の中央値が
2,000TEU を超える港湾である。また、これらの港湾は四分位偏差も 1,500TEU を超える。これら
の港湾と比較すると横浜港を除く日本港湾、メコンデルタ地区の港湾や基隆港は船型の中央値は











1,228TEU、阪神港が 1,049TEU であり京浜港は阪神港の 117%で京浜港ほうが寄港船型の中央値は






1,102TEUで神戸港の方が 109%大きい。四分位偏差をみると大阪港が 481TEU,神戸港が 1019TEUで
あり、神戸港の方が 212%大きい。よって、大阪港は国際戦略港湾の中では最も小型の船型の寄港
が多く、神戸港と大阪港では神戸港のほうが寄港する船舶の船型の構成の幅が広いことが分かる。 

















図 5.14 四分位偏差を用いた分析のイメージ 
 





 特に中国の港湾や、東南アジアの港湾には満載時に岸壁水深が 17m以上必要な 11,000TEU以
上の非常に大型な船舶が寄港する 
 東アジアの港湾と比較して釜山港や日本の港湾は小さい船型の船舶に寄港される港湾である。 




































5.3.1.  港湾設備の管理規模の特徴 







表 5.5 港湾のターミナル数 
 
 
 また、各港湾のターミナルあたりのコンテナ取扱量を図 5.16に示す。 
 対象港湾の中で最も 1ターミナルあたりの取扱量が多い港湾はシンガポール港の 7,107,775TEU
である。 
 我が国の港湾で海外の港湾の 1 ターミナル当たりの取扱量を上回る港湾は存在しない。我が国
以外の港湾で 1ターミナルあたりの取扱量が最も少ない港湾はホーチミン港で 550,857TEUである。 
 我が国の国際戦略港湾では京浜港が 343,870TEUを取扱い阪神港の 166,100TEUより多い。海外
の港湾で最も取扱量の少ないホーチミン港と比べて京浜港は 62%、阪神港は 30%である。また、シ
ンガポール港と比べると、京浜港は 5%、阪神港は 2％であり、周辺の代表的な集散地点である釜
山港の 1,577,148TEU、上海港の 3,229,889TEU と比べると京浜港は釜山港の 22%、上海港の 11%、
阪神港は釜山港の 11%、上海港の 5%である。 
 国際戦略港湾の京浜港を構成する東京港は 357,079TEU、横浜港は 328,019TEU であり東京港は







港湾 ターミナル数 港湾 ターミナル数
*阪神港 23 高雄港 5
*京浜港 22 香港港 5
*神戸港 13 レムチャバン港 5
*東京港 12 シンガポール港 4
*横浜港 10 青島港 3
*大阪港 10 寧波港 3
釜山港 9 *博多港 2
上海港 9 ポートクラン港 2
ホーチミン港 7 ドバイ港 2
ニューヨーク港 7 フェリクストウ港 2
ロサンゼルス港 6 厦門港 1








図 5.16 ターミナル当たりのコンテナ取扱量 
 
 次に表 5.6では 1ターミナル当たりの設備を示す。ここでロッテルダム港については岸壁の管
理単位がバースではなく埠頭単位の区切りになっている。そこで本研究ではバース数をロッテル










 東アジアの中でターミナルあたりのターミナル当たりのバース数が 10 バースを超える港湾は
台湾地区の基隆港と東南アジア地区の 2港湾である。 


































基隆港 15 3,516 495,000 141
シンガポール港 15 3,120 1,500,000 481
ポートクラン港 12 3,057 868,150 284
ドバイ港 11 3,738 1,768,453 473
釜山港 6 1,623 475,309 293
ロッテルダム港 6 1,467 810,333 553
厦門港 5 1,633 480,000 294
香港港 5 1,600 557,700 349
ホーチミン港 5 862 369,857 429
ニューヨーク港 5 997 568,014 570
青島港 5 1,816 440,933 243
ロサンゼルス港 5 1,546 1,079,556 698
寧波港 4 1,249 599,000 479
高雄港 4 1,206 404,275 335
フェリクストウ港 4 1,454 761,000 523
上海港 3 995 952,204 957
横浜港 2 540 199,492 369
神戸港 2 520 134,050 258
阪神港 2 487 132,453 272
京浜港 2 458 166,496 364
大阪港 2 444 130,377 294
博多港 2 465 197,723 425
レムチャバン港 1 390 703,800 1,805








 我が国の港湾は 1ターミナル当たりのバースの管理数がその他の港湾と比較して少ない。 
 我が国の港湾は 1ターミナル当たりの床面積がその他の港湾と比較して狭い。 






























は中央値の約 5倍である。その他の港湾で中央値の 5倍を超える港湾は存在しない。 
 我が国の国際戦略港湾である阪神港と京浜港は両港共に中央値を超える。阪神港は 3.3TEU/㎡
であり、東アジアの港湾と比較すると高雄港同程度であり、中央値の 143%、シンガポール港の 73%、
釜山港の 174%、上海港の 220%である。京浜港は 2.6TEU/㎡であり、中央値の 113%、シンガポール
港 58％、釜山港の 137%、上海港の 173%である。 
 国際戦略港湾を個別に見ていくと京浜港を構成する横浜港は 4.0TEU/㎡で中央値を超え、中央
値と比較して 173％であるが、東京港は 1.0TEU/㎡で中央値を下回り、中央値の 43%、横浜港の 25%
である。阪神港を構成する神戸港は対象港湾中で最も多い取扱量であったが、大阪港は 1.5TEU/
㎡で中央値を下回り、中央値の 65%、神戸港の 12%である。 
 日本海側地区の博多港は 2.1TEU/㎡で中央値を下回り中央値の 91%、京浜港の 81%、阪神港の 64%



















































*神戸港 12.1 フェリクストウ港 2.2
青島港 9.1 *博多港 2.1
ロッテルダム港 8.5 釜山港 1.9
寧波港 7.3 香港港 1.6
ホーチミン港 5.1 *大阪港 1.5
厦門港 4.7 上海港 1.5
シンガポール港 4.5 ポートクラン港 1.4
*横浜港 4.0 レムチャバン港 1.3
高雄港 3.4 ロサンゼルス港 1.3
*阪神港 3.3 *東京港 1.0
ドバイ港 3.3 ニューヨーク港 0.6









表 5.8 岸壁水深別の岸壁総延長の構成比率 
 
 








11,000TEU 以上の船舶が寄港するような港湾では、大型船が着岸できる岸壁水深が 16m 以上の岸
壁を相対的に多く整備している。 
寧波港、厦門港、香港港、ロサンゼルス港、ニューヨーク港のように 3,000TEU 以上 7,000TEU
未満の船舶が多い港湾では、中型船が着岸できる岸壁水深である 13m以上 16m未満の岸壁を中心
港湾 10m未満 10-13m未満 13－16m未満 16m以上
青島港 0% 0% 7% 93%
ドバイ港 0% 23% 0% 77%
ロッテルダム港 5% 0% 39% 55%
ロサンゼルス港 0% 0% 57% 43%
シンガポール港 0% 0% 62% 38%
釜山港 0% 52% 33% 16%
レムチャバン港 0% 0% 86% 14%
*横浜港 0% 20% 70% 10%
*京浜港 0% 22% 72% 6%
上海港 0% 63% 33% 3%
ポートクラン港 0% 0% 100% 0%
寧波港 0% 0% 100% 0%
厦門港 0% 0% 100% 0%
*博多港 0% 0% 100% 0%
香港港 0% 13% 88% 0%
フェリクストウ港 0% 13% 88% 0%
高雄港 0% 20% 80% 0%
ニューヨーク港 0% 24% 76% 0%
*東京港 0% 25% 75% 0%
基隆港 0% 40% 60% 0%
*阪神港 5% 41% 54% 0%
*神戸港 8% 38% 54% 0%
*大阪港 0% 47% 53% 0%












 我が国の港湾は横浜港のみが水深 16m以上の岸壁を持つ。 
 我が国の港湾は 13m以上 16m未満の中型船向けの水深の岸壁を中心に構成されている。 



































 1 バースあたりの寄港回数が最も多い港湾は香港港で 717 回である。これは 1 日に約 2 隻の船
舶がバースを利用した事になる。しかし香港港の特徴としてバージ船による沖荷役が盛んである
ことを考えると実際には 1バース当たりの寄港回数はやや下がることが考えられる。 
 最も少ない港湾はロサンゼルス港で 1週間 1隻の船舶がバースを利用したことになる。 
 また、日本の港湾を除いた港湾の 1バースあたりの年間寄港回数の中央値は 273回であるが、
これは 1日に 1隻の船舶が寄港していることになる。 
 我が国の国際港湾の京浜港は 1バース当たりの年間寄港回数が 292回で中央値の 107%を超え海
外の港湾と比較すると多いことが分かる。周辺の代表的な集散地点となる釜山港や上海港と比べ
ると釜山港は 220回で京浜港は釜山港の 133%であり釜山港より多いことが分かる。上海港と比べ
ると上海港は 435 回で京浜港は上海港の 67%であり上海港より少ないことが分かる。阪神港は 1
バース当たりの年間寄港回数が 197 回で中央値の 72%と中央値を下回り海外の港湾と比較して少
ないことが分かる。阪神港は、釜山港と比較すると釜山港の 90%であり、上海港と比較すると上
海港の 45%である。 
 京浜港を構成する東京港と横浜港は両港ともに中央値を超えているが、東京港の方が 1 バース
当たりの年間寄港回数は多い。東京港は 321回で 1日に 1隻、横浜港は 270回で 1日半に 1隻程
度である。東京港は横浜港の 119%である。 
 阪神港を構成する大阪港と神戸港は両港ともに中央値を下回るが、大阪港の方が 1 バース当た
りの寄港回数は多い。大阪港は 237回で 1日半に 1隻、神戸港は 172回で 2日に 1隻程度ある。
大阪港は神戸港の 138%である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は日本の港湾で最も 1バース当たりの年間寄港回数が多く 595回で
ある。これは中央値と比較しても 218%である。これは半日に 1隻寄港しているということになる。 
 








香港港 717 *横浜港 270
厦門港 640 シンガポール港 268
レムチャバン港 629 *大阪港 237
*博多港 595 青島港 235
上海港 435 ドバイ港 228
寧波港 434 釜山港 220
高雄港 403 *阪神港 197
ポートクラン港 382 *神戸港 172
*東京港 321 ニューヨーク港 71
フェリクストウ港 297 ホーチミン港 54
*京浜港 292 ロサンゼルス港 49







1 バースあたりの寄港回数が最も多い港湾は香港港で 717 回である。これは 1 日に約 2 隻の船
舶がバースを利用した事になる。しかし香港港の特徴としてバージ船による沖荷役が盛んである
ことを考えると実際には 1バース当たりの寄港回数はやや下がることが考えられる。 
 最も少ない港湾はロサンゼルス港で 1週間 1隻の船舶がバースを利用したことになる。 
 また、日本の港湾を除いた港湾の実稼働時間にみる 1バースあたりの年間寄港回数中央値は 260
回であるが、これは 1日に 1隻の船舶が寄港していることになる。 
また、日本の港湾を除いた港湾の実稼働時間にみる 1バースあたりの年間寄港回数中央値は 291
回であるが、これは 1日に 1隻の船舶が寄港していることになる。 




数である。阪神港は実稼働時間にみる 1 バース当たりの年間寄港回数が 226 回で中央値の 78%と
中央値を下回り海外の港湾と比較して少ないことが分かる。阪神港は、釜山港と比較すると釜山
港の 103%でありほぼ同数であるといえる。上海港と比較すると上海港の 192%である。 
 京浜港を構成する東京港と横浜港は両港ともに中央値を超えているが、東京港の方が 1 バース
当たりの年間寄港回数は多い。東京港は 623回で半日に 1隻、横浜港は 339回で 1日に 1隻程度
である。東京港は横浜港の 184%である。 
 阪神港を構成する大阪港と神戸港は両港ともに中央値を下回るが、大阪港の方が 1 バース当た
りの寄港回数は多い。大阪港は 237回で 1日半に 1隻、神戸港は 217回で 1日半に 1隻程度ある。
大阪港は神戸港の 109%である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は東京港についで実稼働時間にみる 1 バース当たりの年間寄港回数
が多く 595回である。これは中央値と比較しても 209%である。これは半日に 1隻程度寄港してい
るということになる。京浜港と比較すると 136%である 
 








香港港 717 基隆港 273
厦門港 640 シンガポール港 268
レムチャバン港 629 *大阪港 237
*東京港 623 青島港 235
*博多港 595 ドバイ港 228
*京浜港 436 *阪神港 226
上海港 435 釜山港 220
寧波港 434 *神戸港 217
高雄港 403 ニューヨーク港 71
ポートクラン港 382 ホーチミン港 54
*横浜港 339 ロサンゼルス港 49





 我が国の国際戦略港湾の京浜港は海外の港湾の中央値から比較すると 1 バース当たりの年間
寄港回数は多い港湾である。周辺の代表的な集散地点である釜山港より年間寄港回数は多い
が上海港よりは少ない港湾である。 
 我が国の国際戦略港湾の阪神港は海外の港湾の中央値から比較すると 1 バース当たりの年間
寄港回数は少ない港湾である。周辺の代表的な集散地点である釜山港や上海港よりも年間寄
港回数は少ない港湾である。 


































 表 5.11にはガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量を示す。 
日本の港湾を除いた港湾のガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量の中央値は約
177,429TEUである。 









 阪神港を構成する神戸港と阪神港では、神戸港の方がガントリークレーン 1 基当たりの取扱量
は多く 53,256TEUである。神戸港は大阪港の 110%の取扱量である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は東京港についでガントリークレーン 1 基当たりの取扱量が多く
106,940TEUである。これは中央値の 60%であり、京浜港の 105%の取扱量である。 
 







                                                   










厦門港 831,429 フェリクストウ港 113,333
寧波港 438,133 *博多港 106,940
高雄港 437,201 *京浜港 102,232
上海港 257,248 ニューヨーク港 89,695
青島港 255,574 ホーチミン港 87,636
香港港 244,322 *横浜港 84,107
レムチャバン港 241,337 基隆港 65,430
ポートクラン港 188,723 ロサンゼルス港 60,869
釜山港 177,429 *神戸港 53,256
ロッテルダム港 159,226 *阪神港 51,626
シンガポール港 149,637 *大阪港 48,615





 また、日本の港湾を除いた港湾のガントリークレーン 1 基当たりのコンテナ取扱量の中央値は
約 177,429TEUである。 









 阪神港を構成する神戸港と阪神港では、神戸港の方がガントリークレーン 1 基当たりの取扱量
は多く 72,112TEUである。神戸港は大阪港の 148%の取扱量である。 
 日本海側拠点港湾の博多港は実稼働時間でみると京浜港を下回る取扱量である。博多港のガン
トリークレーン 1基当たりの取扱量は 106,940TEUである。これは中央値の 60%であり、京浜港の
69%の取扱量である。 
 
















厦門港 831,429 ドバイ港 146,835
寧波港 438,133 フェリクストウ港 113,333
高雄港 437,201 *横浜港 107,468
上海港 257,248 *博多港 106,940
青島港 255,574 ニューヨーク港 89,695
香港港 244,322 ホーチミン港 87,636
レムチャバン港 241,337 *神戸港 72,112
*東京港 233,720 基隆港 65,430
ポートクラン港 188,723 *阪神港 62,170
釜山港 177,429 ロサンゼルス港 60,869
ロッテルダム港 163,671 *大阪港 48,615
















































































































































































湾と最終目的地の 3港湾、比較対象港湾が京浜港と阪神港の場合は 4港湾に入港することになる。 
 最初に上海港が最終目的地の場合は、ロサンゼルス港、オークランド港共に最も航海距離が短
くなるのは釜山港であり、京浜港と比較して航海時間が約 7時間半、阪神港と比較して約 9時間



































表 6.1 各港湾間の距離 
 
単位：海里（NM） 
表 6.2 釜山港と高雄港と比較して増減する時間 
 
ただし、▲は増加する場合を意味する。                     単位：時
間 
京浜港 阪神港 京浜・阪神二港入港 釜山港 高雄港
ロサンゼルス港 4,841 5,125 5,190 5,245 6,133
オークランド港 4,552 4,836 4,901 4,956 5,835
ロサンゼルス港
（最終目的地：上海港）
5,885 5,932 5,935 5,738 6,743
オークランド港
（最終目的地：上海港）
5,596 5,643 5,646 5,449 6,445
ロサンゼルス港
（最終目的地：香港港）
6,447 6,494 6,497 6,403 6,475
オークランド港
（最終目的地：香港港）
6,158 6,205 6,208 6,114 6,177
シンガポール港 2,916 2,705 3,054 2,521 1,668
シンガポール港
(上海港経由)
3,264 3,027 3,376 2,713 2,830
京浜港 阪神港 京浜・阪神二港入港 京浜港 阪神港 京浜・阪神二港入港
ロサンゼルス港 20.2 6.0 2.8 64.6 50.4 47.2
オークランド港 20.2 6.0 2.8 64.2 50.0 46.7
ロサンゼルス港
（最終目的地：上海港）
▲ 7.4 ▲ 9.7 ▲ 9.9 42.9 40.6 40.4
オークランド港
（最終目的地：上海港）
▲ 7.4 ▲ 9.7 ▲ 9.9 42.5 40.1 40.0
ロサンゼルス港
（最終目的地：香港港）
▲ 2.2 ▲ 4.6 ▲ 4.7 1.4 ▲ 1.0 ▲ 1.1
オークランド港
（最終目的地：香港港）
▲ 2.2 ▲ 4.6 ▲ 4.7 1.0 ▲ 1.4 ▲ 1.6
シンガポール港 ▲ 19.8 ▲ 9.2 ▲ 26.7 ▲ 62.4 ▲ 51.9 ▲ 69.3
シンガポール港
(上海港経由)







 図 6.1には 2010年の東アジア各国とアメリカとの輸出入量を示す。この輸出入量にトランシッ
プ貨物は含まれず背後地貨物と考えることができる。この図は赤倉ら(14)の先行研究より作成した。 
 2010年においてアメリカとの輸出入量が最も多い港湾は中国で、輸出量が 796万 TEU、輸入量
が 233 万 TEU である。これは、中国に次いで輸出量が多い韓国の 1273%であり、輸入量が中国に
次いで多い日本の 284%である。 






























































































ターミナル数 9 23 35% 23 28%
ターミナル当たりの床面積(㎡) 475,309 166,496 25% 132,453 26%
ターミナル当たりのバース数 6 2 28% 2 30%






































































比較して京浜港は 58%、阪神港は 29%である。また、東京港も 69%まで低下する。 
 この時、釜山港と同様のガントリークレーン 1基当たりのコンテナ取扱量 177,429TEUを稼働目
標値とする場合に現状の取扱量から考えて、京浜港は年間 5,564,611TEUまでコンテナ取扱量が増
加できる余裕がある。京浜港の東京港では年間 1,925,071TEU、横浜港では 3,639,540TEU までコ
ンテナ取扱量が増加できる余裕がある。阪神港では年間 9,309,455TEUまでコンテナ取扱量が増加


























 表 6.6に釜山港における 1バース当たりの寄港回数を基準とした場合の我が国の港湾の寄港回
数の比率を示す。 
 現状において実稼働時間からみると国際戦略港湾の京浜港と阪神港は釜山港より 1 バース当た
りの寄港回数は多い。構成港湾単独でみると神戸港は釜山港の 99%の寄港回数である。 
 特に京浜港の 2港湾は東京港が釜山港の 283%、横浜港が 154%であり、阪神港と比べると寄港回
数が多いことが分かる。 





220 回の寄港回数とする場合、阪神港は年間 8,580 隻の船舶が寄港できるようになり、現状と比
較して 990寄港船舶を増やすことができる。 
しかし阪神港とは反対に、京浜港は依然釜山港と比較して過密な稼働状況であることが分かる。 





標値を 1バース当たり 220回の寄港回数とする場合、京浜港全体で 48バース必要となり、これは
現状と比較して 12バース増加させることになり、東京港で 7バース、横浜港で 5バース必要とな
る。 
 参考文献(34)より釜山港の 1バース当たりの平均長が 252 mである。この値と 5.3.1から日本以
































13m 以上 16m 未満のバースについては京浜港、阪神港の両港共に釜山港の構成比率からすると余
裕があることが分かる。このため京浜港で 6バースを 16m以上に掘り下げ、阪神港で 7バースを
16m 以上に掘り下げる必要性がある。その際、京浜港においては東京港で 4 バース、横浜港で 4
バース、阪神港では大阪港で 3バース、神戸港で 4バースの掘り下げ分担となる。 
次に 10m以上 13m未満の岸壁についてみると、京浜港、阪神港共に不足していることが分かる。
また、阪神港の神戸港において、10m未満の 2バースは必要が無い事がわかる。 
このことから、京浜港においては新たに浚渫する 12バースは 10m以上 13m未満のバースとし、
阪神港においては大阪港で新たに浚渫する 1バースを 10m以上 13m未満のバースとし、神戸港に





表 6.7 整備する岸壁水深別バース数 
 
表 6.8 現在のバース水深を考慮した上で整備する岸壁水深別バース数 
 
港湾 10m未満 10-13m未満 13－16m未満 16m以上
京浜港 0 25 (17) 16 (▲10) 8 (6)
東京港 0 12 (8) 8 (▲4) 4 (4)
横浜港 0 13 (9) 8 (▲6) 4 (2)
阪神港 0 (▲2) 20 (4) 13 (▲8)  7 (7)
大阪港 0 8 (1) 5 (▲3) 3 (3)
神戸港 0 (▲2) 12 (3) 8 (▲5) 4 (4)
港湾 10m未満 10-13m未満 13－16m未満 16m以上
京浜港 0 25 (12) 16 (▲6) 8 (6)
東京港 0 12 (7) 8 (▲4) 4 (4)
横浜港 0 13 (5) 8 (▲2) 4 (2)
阪神港 0 (▲2) 20 (3) 13 (▲7)  7 (7)
大阪港 0 8 (1) 5 (▲3) 3 (3)









































































(3) 京浜港の東京港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 193万 TEUの余裕がある。
バースについては、13m以上 16m未満の 4バースを 16m以上に掘り下げ、10m以上 13m未満を
7バース増設することが望ましい。 
(4) 京浜港の横浜港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 364万 TEUの余裕がある。
バースについては、13m以上 16m未満の 2バースを 16m以上に掘り下げ、10m以上 13m未満を
5バース増設することが望ましい。 
(5) 阪神港の大阪港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 335万 TEUの余裕がある。




(6) 阪神港の神戸港において、ガントリークレーンの稼働状況には年間 596万 TEUの余裕がある。
バースについては、13m以上 16m未満の 4バースを 16m以上に掘り下げ、10m未満の 2バース
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